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基本診療料に係るコスト調査・分析の実行可能性に関する報告書 

 

 

平成 23 年５月 18 日  

診療報酬調査専門組織  

医療機関のコスト調査分科会 

 

 

 平成２２年９月２９日、中医協総会より診療報酬調査専門組織・医療機関の

コスト調査分科会に対し、基本診療料に係るコスト構造の把握について、技術

的な問題に関する意見をまとめるよう指示がありました。 

これを受けて当分科会は、各診療科に共通する基本診療料の課題を考察する

にあたり、入院基本料に焦点を絞って検討を行うと決めました。その上で当分

科会は、コスト調査の実行可能性、コスト調査を行う上での技術的課題、及び

医療分野におけるコスト調査の視点・手法等について深く分析するため、会計

学の専門家からなるワーキンググループを設置しました。同ワーキンググルー

プは、平成２３年２月３日、２４日、３月８日の計３回に渡り、入院基本料に

係るコスト調査・分析の実行可能性等に関しての意見交換を行い、当分科会に

議論のまとめ案を提示しました。その案を元に、４月７日の分科会において、

以下のとおり検討結果を整理しましたので報告します。 

 

 なお、客観的で有効なコスト調査・分析の実施検討の前提として、医療サー

ビスが診察・検査・処置・手術といった行為から構成される一連の流れの中で

提供される性質を有することを踏まえなくてはなりません。そのためには、基

本診療料と特掲診療料に分けてコスト調査・分析を実施することに対して、ど

のように意義付けを行うのか整理する必要があると考えます。 

 また、コスト調査・分析結果の活用に際して、以下の３点をどう扱うかを整

理する必要があると考えます。 

 

①医療に対するニーズへの対応などの政策的課題、保険制度を分かりやすくす

るため診療報酬点数の設定・改定の際に透明化を強化する課題、および一連の

医療サービスの提供に着目した包括化を検証する課題等に関連したコスト調

査・分析結果の活用方法 

②診療報酬点数と実際原価との乖離が生じている場合に、診療報酬点数の改定

により対応するのか、又は保険医療機関等の経営努力により対応するのかを検

討する際のコスト調査・分析結果の活用方法 

③経営管理技法の浸透による医療の効率化の推進に関連したコスト調査・分析

結果の活用方法 
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１．入院基本料に関するコスト調査の実行可能性 

 (1) 入院基本料が想定するサービス内容の定義付け（原価計算対象の明確化）

の必要性 

原価計算とは、サービスや製品を生み出すためにどれほどの原価・費用

を費やしたかを、原価要素別・原価部門別・原価負担者別に、分類・測定・

集計・分析するための手続きならびに手法である。 

    現在、我が国の医療分野において行われているコストすなわち原価の調

査は、診療科目や入院・外来機能に着目した部門別計算、ＤＰＣを活用し

た患者別・診断群分類別計算などであり、いずれも診療収益に対応する原

価・費用を対比する方法により行われている。 

 今回のテーマである基本診療料のコスト把握とは、「診療報酬点数に定め

られている基本診療料が想定する医療サービス（原価計算対象）の提供の

ために投入された財・サービス（原価要素）の原価（コスト）を把握する

作業」と考えられる。 

コスト調査は、サービス内容の定義を前提として、原価要素としてのコ

スト（材料費・給与費・委託費・設備関係費・研究研修費・経費等）の測

定・把握を行い、これを直課・配賦することにより実施される。そのため、

具体的検討項目とされた入院基本料に含まれる医学的管理部分、看護部分、

室料（入院環境）部分などのサービス内容（以下は単に「サービス内容」

という）を明確にすることが不可欠となる。 

そこで、入院基本料に関する原価（コスト）調査を行おうとする場合には、

入院基本料に含まれるサービス内容の具体的定義付けが必要となる。 

その理由は以下の通りである。 

 

・ 原価を算定しようとするサービス内容が明確に設定され、それに対応す

る原価要素が識別されないとコストの把握が正確にできない。 

・ サービス内容に相対する形で入院基本料収益と対応コストを定めない場

合、収益により回収される費用の説明が定まらない。 

・ 定義がないサービス内容に対して間接費を配賦しようとする場合、配賦

基準が曖昧となり計算結果の客観性が確保できない。 

 

   ところが入院基本料については、個々のサービス内容の評価ではなく、

病院の機能や体制等の評価をめぐる医療上の必要性、あるいは保険財政の状

況や保険医療機関の経営状況を踏まえ、これまでの診療報酬改定において分

割・統合され、設定・改定が行われてきたと考えられる。 

したがって、入院基本料のサービス内容に関して、誰にでも納得できる

明解な表現により具体的に定義することは困難な状況にある。このため、現

時点において、入院基本料に関してただちに適切かつ有効なコスト調査を実

施することはきわめて難しい。 

 なお、医療における原価計算は、限られた医療財源を適正に配分する観

点からも充実していく努力が必要である。しかし、我が国において病院原価

計算は未発達であり、原価データを基にした経営管理等が十分浸透していな

い現状を考慮すると、長期的視点に立って調査研究する体制の構築が望まれ

る。 
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＊我が国における医療原価計算の現状： 

一般財については、製品・サービスの販売価格が市場において可変的に決定さ

れる。このため、製造業をはじめとする民間企業は、価格決定および市場価格に

応じたコスト戦略策定等を目的として、相当の費用を投じ、目的意識を持って原

価計算に取り組んでいる。 
また、諸外国の医療制度でも、医療機関の開設主体の特性や実費用償還制度の

採用等に応じ、原価計算の取組みが行われている例が見られる。 
一方、我が国の医療分野では、診療報酬が公定価格であることや、原価計算を

中心とした費用償還の仕組みを採用していないこと等から、原価計算は一部の医

療機関を除き未発達であると思われる。 
 

  (2) 入院基本料に関するコスト計算実施上の検討課題 

     入院基本料が想定するサービス内容が明確に定義されたとしても、コス

ト計算を実施する場合には、たとえば以下の事項を検討する必要がある。 

  

・ 入院環境に関する費用が、入院基本料の対象となる費用だけではなく、

他の収益も入院環境に相対していることをどのように評価するのか。 

・ 入院環境に要する費用、具体的には病室の減価償却費や清掃費等を、診

療報酬によって手当されている入院基本料、個室病室等において徴収さ

れている室料差額、あるいは（自治体病院の場合）資本費にかかわる自

治体からの補助金収入等にどのように対応させるのか。 

・ 診療上の理由で室料差額を徴収できない場合の個室費用をどのように取

り扱うのか。 

 

    以上のように、実際にコスト把握及び配賦を行う際に生ずる問題点を想

定し考え方を整理する工夫が、コスト計算を実施する際には大切である。 

 

(3)  所要期間・経費 

 原価計算の考え方を踏まえて、モデル的に 10医療機関程度の財務諸表を

共同して精査し、その正確性を確認することから始め、個別に業務量デー

タ・財務諸表のデータ調査を行い、方法論を確立していく手法を想定する

と、これに必要な期間・経費は概ね以下のとおりと想定される。 

① 所要期間 

部門別収支調査を例にとると、方法論が確立するまで５年を要しており、

原価計算方法論の確立まで、不確定であるが同じく５年程度を要すると思

われる。 

  ② 所要経費 

部門別収支調査を例にとると、当初の基本設計は年５百万円程度、調査

実施は年３千万円程度の費用が必要であった。原価計算についても、当初

の基本設計は同程度と考えられるが、モデル実施に移行する場合は、タイ

ムスタディに係る人件費などの作業量が欠かせないため、部門別収支調査

以上の経費投入が不可欠となる。 
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２．コスト把握手法の整理 

 (1) 部門別収支調査（既存調査データ）の活用 

   入院基本料が想定するサービス内容の定義付けができたと仮定しても、

対応するコストを切り出すためには、新たな調査実施に相当する追加調査

が必要である。既存調査により入手しうる財務データや業務量データなど

の活用のみによって対応することは難しい。 

 

(2) 標準原価による原価把握 

     標準原価の設定に際して支払い側と診療側をはじめ診療報酬関係者が納

得できる客観的根拠が求められるが、現実的には計算結果の客観性の確保

が困難であるという問題点がある。 

例えば、入院基本料を構成するとされる室料（入院環境）部分の標準原

価について、どのような建築コストを採用した設定が適切で納得のいくも

のであるのか、その際採用されるべき耐用年数は何年とすべきであるのか

などの事項に関して、関係者から合意を得なければならない。現実には合

意獲得はたやすくないと想定される。 

 

 (3) 実際原価（財務諸表ベース）による原価把握 

  ① 残渣方式 

残渣方式とは、基本診療料及び特掲診療料のサービス内容の定義を行

わず、財務諸表に記載されている費用項目から、特掲診療料に対応する

コストを減算した結果を基本診療料のコストとする方式である。 

具体的には、特掲診療料のコストを中央診療部門や補助・管理部門に

おいて発生しているものと仮定し、コスト配賦を行わずに算定する方法

である。 

この場合、特掲診療料のサービス内容の定義付けにかかわる仮定の妥

当性に関する検証が必要である。とともに、入院基本料の医学的管理部

分、看護部分、室料（入院環境）部分などの区分及びそれぞれの部分の

サービス提供に必要な要素コスト（材料費・給与費・委託費・設備関係

費・研究研修費・経費等）が客観的に把握できないという問題が生じる。 

  ② 積上げ方式（コスト配賦方式） 

  積上げ方式とは、個々の基本診療料や特掲診療料のサービス内容の定義

を行い、直接対応する原価を測定するとともに、補助・管理部門などの

原価を各サービスに一定の合理的な基準で配賦する手法であり、コスト

調査・分析の手法として一般的に活用されている。   

なお、実際原価による手法においては、その正確性を以下により確保す

ることが必要となる。 

・財務諸表の正確性 

 調査のベース・データは財務諸表である以上、その正確性が求められ

る。 

   ・病院会計準則に沿った財務諸表の作成 

使用される財務諸表は、病院の財政状態および運営状況を体系的・統一

的に捉えて比較可能とするため、開設主体横断的に適用される病院会計

準則によって作成されることが条件となる。 
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３．新規に調査設計を行う場合の技術的課題 

(1) コスト把握を行う際の視点 

  一般的に病棟内で発生する原価の中で、入院基本料に対応するものとし

て計上・配賦されるコストと、計上・配賦されないコストを明確に区分し

なくてはならない。また、病棟外で発生する原価でも入院基本料に対応す

るコストを把握する必要がある。 

積上げ方式による原価計算を実施するためには、個別診療料（特掲診療

料）により評価されない基本的な診察や処置等、その他基本的な医療の提

供に必要な人・物等の定義（入院基本料が想定するサービス内容の定義）

を確定する必要がある。定義がなされた結果として、はじめてコスト計上

及び配賦の基準が作成でき、コスト調査・分析が行えるからである。 

 

(2) コスト計上・配賦基準に関する課題 

  上記サービス内容が定義された場合、 

① 材料費 

材料費について、個々に使用状況を調査するのか、各サービス内容に配

賦するのか、また、配賦するとした場合の基準等をどのように設定するの

か。 

② 給与費 

医師、看護師等の従事者については、タイムスタディの実施により作業

量を測定・把握の上、コストを配賦することとなる。その際、医療サービ

ス提供に要する時間以外の時間（研究・研修・会議等）に係るコストにつ

いて、どのような基準で各サービス内容に配賦するのか等を検討しなくて

はならない。 

  ③ 委託費等 

  委託費・設備関係費・研究研修費・経費・控除対象外消費税等の負担額・

本部費配賦額について、どのような基準で各サービス内容に配賦するのか

に関する検討も欠かせない。 
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中医協答申（平成22年2月12日）
附帯意見等に基づく

次期診療報酬改定に向けた
今後の検討課題に関する提案

（注）現時点での主な提案事項であり、今後の議論の過程で、提案の具体化や
追加提案等を随時行う予定。

平成２２年５月２６日

中央社会保険医療協議会 診療側委員

安達秀樹 嘉山孝正 鈴木邦彦

西澤寛俊 邉見公雄 渡辺三雄 三浦洋嗣
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１． 「再診料や外来管理加算、入院基本料等の基本診療料に
ついては、その在り方について検討を行う」

• 「技術」と「モノ」の評価の分離※

• 基本診療料に含まれるとされる建物・設備等のキャピタル・コストや人
件費等のオペレーティング・コストや技術料の積算根拠の明確化、原
価計算による根拠に基づく点数設定※

• 加算ではなく基本診療料及び特掲診療料本体の引き上げによる対
応※

• 病院における複数科同日受診の再診料の算定

具体的に検討すべき主な項目

• 技術評価の調査（→医療技術評価分科会）※

• 基本診療料及び技術料に係る中間消耗材料費等を含むコスト分析
調査（→医療機関のコスト調査分科会）※

• 消費税に関わる損税の実態調査※

• 病院における複数科同日受診の実態調査
• 再診料の意味合いに関する調査※

今後実施すべき調査内容（検証部会実施分を除く）

2
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４． 「いわゆるドクターフィーの導入の是非も含め、（厳しい勤務
実態にある病院勤務医の負担軽減及び処遇改善に係る）更な
る取組の必要性について、検討を行う」

• 「技術」と「モノ」の評価の分離（再掲）
• 「ドクターフィー」導入の是非
• 手術料における外保連試案の適切な活用（共通部分の歯科におけ
る活用を含む）

• 内科系の技術評価の在り方（→内保連の検討）
• 歯科の技術評価の在り方（→歯科医学会の活用）
• 診療所医師による病院診療に対する評価の充実
• 診療報酬以外での政策的対応（保険局、医政局、労働基準局等に
よる統一的な取り組みが必要）

具体的に検討すべき主な項目

• 手術料の評価の引き上げによる労働環境の改善度調査（→検証部
会）

• 診療所医師による病院診療の実施状況の調査
• 歯科病院および病院における歯科の役割と採算性の調査

今後実施すべき調査内容（検証部会実施分を除く）
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１０．「DPCの調整係数の廃止・新たな機能評価係数の導入につ
いては、その影響を十分に評価するとともに、これを踏まえなが
ら、今後、最終的に設定する調整係数廃止後の評価方法等に
ついて引き続き検討を行うこと。また、併せて高額薬剤の取り扱
い等についても検討を行う」

• 新機能評価係数の決定プロセスの可視化
• 調整係数廃止後の評価方法の在り方
• DPCにおける高額薬剤（抗がん剤等）の適切な取り扱
いの検討

具体的に検討すべき主な項目

• 調整係数の廃止・新機能評価係数の導入の影響の
調査（→DPC評価分科会）

• クリニカルリサーチにおけるDPCの弊害の調査

今後実施すべき調査内容

4
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１２．「地域特性を踏まえた診療報酬の在り方について、検討を
行う」

• 医療資源（医師数・看護職員数等）の過少な地域に
おける算定要件緩和

• 都道府県に対する裁量権付与の是非の検討

具体的に検討すべき主な項目

• 地域ごとの医療提供、医療需要の調査（需要と供給
の実態に基づいた地域特性の把握）

今後実施すべき調査内容

5
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６．「看護職員の厳しい勤務実態等を十分把握した上で、看護
職員の配置や夜勤時間に関する要件の在り方を含め、看護職
員の負担軽減及び処遇改善に係る措置等について、検討を行
う」

• 入院基本料における夜勤72時間要件の抜本的な見
直し

• 看護師の多様な雇用形態および労働形態の検討
• 潜在看護師の復職支援策

具体的に検討すべき主な項目

• 看護職員の勤務実態調査
• 現場の看護職員からのヒアリング

今後実施すべき調査内容

6
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７． 「薬剤師の病棟配置の評価を含め、チーム医療に関する評
価について、検討を行う」

• 薬剤師の病棟配置の評価の在り方
• 多職種チーム（歯科を含む）での取り組みに対する評
価の充実

具体的に検討すべき主な項目

• 全病院における薬剤師の病棟配置の実態（病棟配置
数、総数、患者や医療従事者へのベネフィット等）の
調査（日本病院薬剤師会で実施）

• 脳卒中および頭頸部疾患等における歯科医療の関
わりの実態調査

今後実施すべき調査内容

7
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８．「訪問看護については、診療報酬と介護報酬の同時改定に
向けて、訪問看護ステーションの安定的な経営や、患者の病状
に合わせた訪問に対する評価の在り方について、検討を行う」

• 訪問看護ステーションの意義の見直しと充実のための
方策

• 訪問看護の適切な提供のための医療保険と介護保
険の間の整理（医療保険への一本化も含めた検討）

• 慢性的ケアを要する患者への訪問回数の制限撤廃

具体的に検討すべき主な項目

• 二次医療圏ごとの訪問看護ステーションの設置・運営
状況（規模別、24時間体制の当否、医療保険と介護
保険の利用状況、対象患者の状況、経営実態等）の
調査

今後実施すべき調査内容

8
13



１１．「診療報酬と介護報酬の同時改定に向け、必要な医療・介
護サービスが切れ目無く円滑に提供されるよう、検討を行う」

• 医療保険と介護保険の給付対象の整理※

• 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、居住系サービス
における医療提供の整合性※

• 退院調整におけるリハ継続の確保などの連携強化※

• IT化や日本版RHIO（Regional Health Information 
Organization）などの取り組みを通じたシームレスな地域連携
の促進※

• 施設等における口腔管理の充実と評価

具体的に検討すべき主な項目

• 医療保険、介護保険のサービス提供の実態、患者・利用者
負担の整合性等の調査※

• 地域連携の実態調査※

今後実施すべき調査内容

9
※医科歯科共通項目 14



２． 「慢性期入院医療の在り方を総合的に検討するため、一般

病棟や療養病棟、障害者病棟を含めた横断的な実態調査を行
い、その結果を今後の診療報酬改定に反映させる」

• 各病期別機能分化の推進において、慢性期入院医
療の在り方・機能を明確化

• 認知症患者の状態像に応じた評価の在り方

具体的に検討すべき主な項目

• 一般病棟や療養病棟、障害者病棟、介護施設を含め
た横断的な実態調査（→慢性期入院評価分科会）

• 療養病棟や精神病棟における認知症患者の入院状
況、介護施設や在宅を含む認知症患者の分布状況
等の実態調査（→慢性期入院評価分科会）

今後実施すべき調査内容

10
15



１５．「明細書発行の実施状況等を検証するとともに、その結果
も踏まえながら、患者への情報提供の在り方について検討を行
う」

• 明細書発行の目的と意義の再確認
• 明細書の書式の改善、効率的な提供方法の検討
• 明細書の項目の文言変更等（例えば、「悪性腫瘍」→
「腫瘍」への変更など）の可否

具体的に検討すべき主な項目

• 明細書発行に対する患者ニーズ調査

今後実施すべき調査内容（検証部会実施分除く）

11
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１３．「診療報酬体系の簡素・合理化について引き続き取り組む
とともに、個々の診療報酬項目の名称について国民に分かりや
すいものになるよう検討を行う」

• 加算ではなく基本診療料の引き上げによる対応（再
掲）

• 名称の平易化の目的と適正な範囲の検討

具体的に検討すべき主な項目

• 名称の分かりやすさに関する患者意識調査

今後実施すべき調査内容

12
17



５．「救急医療機関の勤務医の負担を軽減する観点から、保険
者や地方公共団体等をはじめとする各関係者は、医療機関の適
正受診に関する啓発を行うこと。また、その効果が現れない場合
には、更なる取組について検討を行う」

• 医療機関の適正受診の促進方策

具体的に検討すべき主な項目

• 救急病院等における軽症患者の受診の実態、保険
者や地方公共団体等による適正受診の啓発活動の
実施状況等の調査

今後実施すべき調査内容

13
18



その他、具体的に検討すべき主な事項

• 医療行為に見合った診療報酬の評価
• 診療報酬で評価する部分と補助金でカバーする部分の整理
• 各種加算の設定根拠の明確化（人件費等のコスト計算）
• 終末期医療についての国民的議論

診療報酬体系の全体的なあり方に関する事項

• 4疾病5事業への評価の充実（がん登録に対する診療報酬上の評価等）
• 総合入院体制加算の要件緩和
• 主訴に適切に対応する歯科医学管理のあり方の検討
• 在宅歯科診療の適切な評価
• 後発医薬品の薬価の逆転現象への対応（→薬価専門部会）

診療報酬の個別の点数設定等に関する事項

• 医療経済実態調査等の見直しと充実
• パブコメ、公聴会のあり方と時期、場所の検討
• 答申と施行の時期の見直し（現場での対応に必要な時間の確保）

審議の進め方に関する事項

14
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中医協における今後の検討課題に関する 1 号側（支払側）の意見 

 

平成 22 年 6 月 23 日 

 

平成 24 年度診療報酬改定に向けた今後の検討については、①中医協の枠組みで調査・検

証すべきもの、②その他の調査を活用して検討を進めるべきもの－とを区分したうえで、

検討項目、検討時期等を早急に整理するよう求めたい。 

 そのうえで、中医協において検討を進めるにあたっては、22 年度改定答申・附帯意見で

示された項目を前提に、基本診療料のあり方や医療・介護の同時改定に向けた検討項目な

ど優先順位の高いものから、順次、調査・検証等を実施し、改定論議に間に合うよう報告

を得ていく必要がある。また、レセプト電子請求を活用して診療行為別点数の算定状況を

把握する等、必要なデータを迅速に収集する方向で準備を進めるべきである。 

 さらに、厚生労働省事務局には、各側意見を踏まえ、早急に検討スケジュールのたたき

台を示すことを求めたい。 

附帯意見のうち、支払側として特に優先的な調査・検証が必要と考える項目を以下に示

す。 

 

Ⅰ. 支払側の考え方 

附帯意見１「再診料や外来管理加算、入院基本料等の基本診療料について～」 

（１）外来に関わる初・再診料、外来診療料、各種加算（外来管理加算、地域医療貢献加

算等）の意義や位置づけを検討すべき。 

【主な調査内容】 

・外来管理加算と地域医療貢献加算の算定状況と効果検証 

 

（２）急性期医療の充実強化や病床の機能分化の推進に資する入院基本料等のあり方なら

びに医療機関の特性に応じた加算や特定入院料によるメリハリのつけ方、それらの整

理・合理化について検討すべき。 

【主な調査内容】 

・一般病棟入院基本料の入院早期加算引上げに伴う影響 

・亜急性期・回復期の病床機能や患者像の実態把握 

・回復期リハビリテーション病棟入院料の算定状況、効果検証 

・救急入院医療に関わる加算、特定入院料充実による影響 

・各種加算の算定状況と創設時の目的と現状比較 

附帯意見２「慢性期入院医療の在り方を総合的に検討～」 

一般病床における長期入院患者への医療区分・ＡＤＬ区分に基づく包括評価の導入及

び特定患者の定義および特定入院基本料のあり方を検討すべき。 

【主な調査内容】 

・一般病床・療養病棟等における長期入院患者の実態把握 
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・有床診療所入院患者の実態把握、有床診療所入院基本料引上げによる影響（病床数、

入院期間、医療必要度等） 

・療養病棟入院基本料の再編に伴う影響（患者像や退院・転棟等の状況） 

附帯意見４「～、厳しい勤務実態にある病院勤務医の負担軽減及び処遇改善に係る措置～」 

改定の効果や影響の検証結果、国の政策や予算上の措置等の関連情報の提供を受け、

負担軽減に向けたさらなる見直しを検討すべき。 

【主な調査内容】 

・医師事務作業補助者の配置状況や勤務医への負担軽減効果 

・勤務医の負担軽減及び処遇改善に資する具体的計画の実施状況 

附帯意見６「看護職員の厳しい勤務実態等を十分把握～」 

看護職員の確保・定着、医療安全の確保等に向けた検討をすべき。 

【主な調査内容】 

・看護職員および看護補助職員の勤務実態調査（夜勤等の実態、看護補助者の配置等） 

・7：1、10：1特別入院基本料および看護補助加算の算定状況 

附帯意見10「～ＤＰＣの調整係数の廃止・新たな機能評価係数の導入について～」 

調整係数から新たな機能評価係数への円滑な置換えを検討するとともに、今回導入が

見送られた項目の継続的検討を進める。 

【主な調査内容】 

・新たな機能評価係数導入後の影響 

附帯意見11「診療報酬と介護報酬の同時改定に向け、必要な医療・介護サービスが～」 

検証部会での検証（在宅医療の実施状況及び医療と介護の連携状況）も含め、医療・

介護サービスの連携、患者の療養環境等の実態を把握した上で、▽医療と介護の機能分

担と連携、整合性、▽利用者の立場に立ったシームレスなサービス提供、▽サービスの

重複・空白部分－等の問題点を整理し、診療報酬・介護報酬体系の整理も含め、早期に

診療報酬上の評価の在り方を検討すべき。 

【主な調査内容】 

・医療機関と介護施設等の連携状況（各種加算等の算定状況と効果） 

・在宅医療・看護のサービス提供に関わる実態調査 

 

附帯意見14「～診療報酬の請求方法や、指導・監査等適切な事後チェック～」 

医療費の適正化、事務の効率化、中医協における検討に必要なエビデンスの確保のた

めに、電子請求の全面的な普及を目指し、未コード化傷病名の解消や標準傷病名での請求

の徹底など、電子化に対応したレセプト様式の見直しを検討すべき。 

 

附帯意見16「～調査・検証を行うこととする。～(5)後発医薬品の処方・調剤の状況～」 

22年度改定で要件を見直した後発医薬品調剤体制加算、新設した後発医薬品使用体制

加算について、算定状況、効果や影響等を検証、検討すべき。 
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○附帯意見以外の項目 

22年度薬価制度改革の検証については、薬価専門部会において、新薬創出・適応外薬

解消等促進加算の検証（財政影響、未承認薬・適応外薬の開発状況等）を制度の進捗状況

等を踏まえながら、確実に実施すべき。 
 

Ⅱ．診療側の提案に対する意見 

 診療側の次期診療報酬改定に向けた今後の検討課題に関する提案の中には、中医協以外

で議論すべきものや、実態や問題がまだ明らかになっていない項目も含まれている。委員

間で現状認識や問題意識を共有しつつ、優先順位を考慮しながらより有効な改善策につい

て議論することに異存はないが、以下の項目については特に慎重な検討が必要であると考

える。 

 

・基本診療料のあり方や内容等について議論することは賛成だが、診療側の提案では、基

本診療料の中で「技術」と「モノ」の評価の分離、キャピタル・コストや人件費等の積

算根拠の明確化まで含めて具体的に検討すべきとされている。しかしながら、これらの

項目については、技術料設定の考え方や基本診療料についての考え方など、様々な検討

課題が考えられるため、検討の対象を絞り込むなど、慎重に検討すべき。 

・ドクターフィーの導入については、診療報酬のあり方に大きな影響を及ぼすため、十分

に慎重な検討を図るべき。 

・地域特性を踏まえた診療報酬の在り方については、現行の地域加算との整合性、見直し

を含めて、指標とすべきデータの検討、地域の実態等を精査した上で、地域特性を考慮

した診療報酬の在り方について慎重に検討すべき。 
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平成２２年８月１６日 
厚生労働省 
保険局医療課長 
鈴 木 康 裕 殿 
 

次期診療報酬改定に向けた今後の議論の進め方についての 
「対応案」（平成 22 年 7 月 28 日）に対する二号側意見 

 

中央社会保険医療協議会 
二号側委員 

安 達 秀 樹 
嘉 山 孝 正 
鈴 木 邦 彦 
西 澤 寛 俊 
邉 見 公 雄 
渡 辺 三 雄 
三 浦 洋 嗣 

 
 

さる平成２２年７月２８日に開催された中央社会保険医療協議会総会において事務

局より今後の議論の進め方についての「対応案」が提示されたところ、下記の通り、同

案に対する二号側の意見を提出します。 
 

記 
 

１．検討項目について 
（１）項目分類 

事務局の「対応案」においては「中医協で議論可能なもの」と「中医協の議論だけで

は対応できないもの」に分類されているが、いずれに分類されるにしても二号側が提案

した事項は国民のためにより良い医療制度を実現していく上できわめて重要な項目ば

かりであり、たとえ「中医協の議論だけでは対応できない」としても、まずは中医協で

議論できる内容からでも率先して議論を始めるべきであると考える。 
したがって、「中医協で議論可能なもの」も含め、これらの項目について今後どのよ

うなタイムスケジュールで議論を進めていくのか、さらに「中医協だけでは対応できな

いもの」については他の審議会等とどのような形で連携して議論していくことができる

のか、といった点についても事務局案として整理していただきたい。 
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なお、「中医協で議論可能なもの」に分類されている項目については、「中医協で議論

可能」と判断する以上、例えば地域特性を踏まえた診療報酬の在り方に関する一号側意

見（１２－１－①）などの項目についても、それに値するだけのデータがあるという理

解でよいか。もし現時点ではデータがないということであるならば、「中医協で議論可

能」になるだけのデータを早急に準備していただきたい。 
 

（２）議論に当たっての優先順位 
二号側の考える全体の優先順位は、５月２６日の総会に提出した資料の順番の通り

（附帯意見の番号で示すと、１→４→１０→１２→６→７→８→１１→２→１５→１３

→５の順番）である。今後の議論のタイムスケジュールを設定するにあたっては、二号

側から提案した事項はいずれも然るべき時期に十分な議論を行うことができるように

していただきたいが、その中でも、診療報酬体系のあり方の本質に関わるような大きな

テーマについてはとりわけ議論に相当な時間が必要となること、さらに次回診療報酬改

定は６年に一度の介護報酬との同時改定に当たる重要な改定であること等に鑑み、次の

項目について優先的な議論をお願いしたい（別途今後の検討課題について整理を行って

いる DPC に関連する事項を除く）。なお、技術評価の在り方に関しては、昨年１１月１

８日の基本問題小委員会でも議論した通り、縫合糸などの「モノ」の評価の分離が必要

になると考えられるので、その点も含めた検討を行うべきである。 
※印は医科歯科共通項目 

① 診療報酬体系のあり方の本質に関わる事項 
○ 「技術」と「モノ」の評価の分離※（１－２－①） 
○ 基本診療料に含まれるとされる建物・設備等のキャピタル・コストや人件費

等のオペレーティング・コストや技術料の積算根拠の明確化、原価計算による

根拠に基づく点数設定※（１－２－②） 
○ 医療行為に見合った診療報酬の評価（他－２－①） 
○ 加算ではなく基本診療料及び特掲診療料本体の引き上げによる対応※（１－

２－③） 
○ 病院における複数科同時受診の再診料の算定（１－２－④） 

【技術評価の在り方】 
○ 手術料における外保連試案の適切な活用（共通部分における歯科の活用を含

む）（４－２－③） 
○ 内科系の技術評価の在り方（→内保連の検討）（４－２－④） 
○ 歯科の技術評価の在り方（→日本歯科医学会の活用）（４－２－⑤） 

【地域特性を踏まえた診療報酬の在り方】 
○ 医療資源（医師数・看護職員数等）の過少な地域における算定要件緩和（１

２－２－①） 
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平成２２年９月２９日 

 

基本診療料及び技術料に係るコスト分析についての二号側の考え方 

 

中央社会保険医療協議会 

二号側委員 

安 達 秀 樹 

嘉 山 孝 正 

鈴 木 邦 彦 

西 澤 寛 俊 

邉 見 公 雄 

渡 辺 三 雄 

三 浦 洋 嗣 

 

 

診療に要するコストは、医師、歯科医師の技術料だけではなく、医療提供を可能にす

る建物・設備に係る減価償却費等の投資的経費（キャピタル・コスト）や、人件費や材

料費等の維持管理・運営費（オペレーティング・コスト）も含めて成り立っている｡ 

しかしながら、これまでの診療報酬体系において、これらの諸費用・諸経費が十分に

評価されてきたとは到底言えない。すなわち、技術料と材料費が混在して診療報酬点数

が設定されているために、医師、歯科医師の技術料が適切に評価されていないのみなら

ず、キャピタル・コストやオペレーティング・コストについても、基本診療料等の各点

数の中で薄く広く評価しているか、もしくは一部はわずかばかりの加算によって対応さ

れるのみであり、全体として明確な形でコストを踏まえた評価を行う仕組みにはなって

いない。近年、医療の高度化や医療安全の必要性の高まりによって、キャピタル・コス

トやオペレーティング・コストは増加の一途をたどっているが、診療報酬を基本的な収

入源として経営を行っている医療機関としてはこれらのコストを診療報酬の中から賄

わざるを得ないにもかかわらず、それらのコストがどの点数の中でどのように評価され

ているのかさえ不明確であり、評価も不十分にとどまっている。 

 このような状況の中で、自らの診療行為が適切に評価されていないと感じる医療従事

者の間では、これまで維持してきた高いモチベーションの低下、さらには過酷な診療現

場からの逃散も見られる。また、病院・診療所の経営環境も極めて厳しい状況が続いて

いる。我が国において、諸外国と比較して医療費が低水準に抑制されてきたにもかかわ

らず、世界一と評される医療をこれまで実現してきた要因として、現場の医療従事者の

努力があるのは明らかであるが、このままでは患者に対して質の高い医療を継続的・安

定的に提供し続けることは困難になりかねない。 

 このような現行の診療報酬体系の問題点については、かねてより指摘がなされ、議論
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も行われてきた。平成１５年３月２８日に閣議決定された「医療保険制度体系及び診療

報酬体系に関する基本方針について」においても「医療技術の適正な評価（ドクターフ

ィー的要素）」や「医療機関のコストや機能等を適切に反映した総合的な評価（ホスピ

タルフィー的要素）」が掲げられており、この閣議決定を受けて診療報酬調査専門組織

も設置されているが、いまだ目的を十分に達しているとは言い難い状況にある。 

現在、診療報酬調査専門組織である「医療機関のコスト調査分科会」では、部門別原

価計算の調査が進められているが、同調査はあくまで現状のコスト分析を行うものであ

り、本来的に必要なコストを算出するものではなく、基本診療料の内訳を明らかにする

調査でもない。もちろんこれまで現状のコスト分析さえきちんと行われてこなかった状

況からすれば、同調査の意義は十分に認めるものであり、したがってさる７月１４日開

催の総会においても同調査について了承したところであるが、これまで述べてきた上記

の観点からすれば、同調査とは別に、医療提供に係る標準的な各種の必要コストの調査

を行い、それらを積み上げることにより、コストを適正に反映した診療報酬体系の構築

を目指すことが必要であると考える。 

そのためには新たなコスト調査に関する具体的な手法の検討が必要となるが、その検

討に当たっては、下記のような点を明らかにすることが不可欠であり、まずはこれらの

調査・分析から着手することを要望する。 

 

（１） 我が国の基本診療料の中で各種コスト（技術料、キャピタル・コスト、オペレ

ーティング・コスト）がそれぞれどのように評価されているか（もしくは評価

されていないか）についての整理・明確化 

（２） 「医療機関のコスト調査分科会」の調査結果の再集計を行うことにより、上記

（１）も踏まえ、現状において基本診療料に含まれている各種コストの具体的

な金額の内訳に関する調査 

（３） 諸外国の診療報酬における各種コストの評価方法（とりわけキャピタル・コス

ト、オペレーティング・コストの取扱い）ならびに診療報酬のコスト別の内訳

及びその金額に関する調査（上記（１）及び（２）を踏まえた我が国との比較

分析を含む） 

（各項目医科歯科共通） 

 

我々としては、このような調査・分析をまず実施して問題点を明らかにした上で、医

療提供に必要となるコストの積み上げによる「あるべき基本診療料」に向けた議論とそ

のために必要な調査の設計を進めていきたいと考えている。こうした取組みは、質の高

い医療提供の確保や現場のモチベーションの向上に不可欠であるばかりでなく、国民や

患者に対する正しい情報提供にもつながり、医療従事者と患者・国民との間の相互信頼

の醸成にもつながるものと考えており、一号側委員、公益委員の各委員にも、その必要

性についてのご理解をお願いしたい。 
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診療報酬算定における原価計算の意義 
 

小林麻理 
 
1. 企業における原価計算の目的 

財務諸表作成目的                 外部報告目的 
価格計算目的：許認可料金及び調達価格決定目的   ⇒原価

       企業の長期倍加算定目的 
の償還 

       企業の短期売価算定目的 
原価管理目的                   内部管理目的 
予算管理目的 
基本計画目的 

 
 
2. 診療報酬算定における原価計算の意義と課題 
 診療報酬体系と整合した医療サービスを原価計算対象として設定し、原価を算定するこ

とが必要である。診療行為別の原価算定、診断群別の原価算定が必要となる。 
課題 
 診療報酬体系と整合した医療サービスを原価計算対象として設定することが可能

か。 
 医療サービスを構成する原価要素をどのように識別するか、原価算定に含める原

価要素の範囲を明確化する基準をいかに設定するか。 
 全部原価の算定にあたっては、設備投資等の適正性、資産効率の努力等の個別の

経営意思決定に係る要素をどのように平準化して評価するか。 
 診療報酬算定に役立つ原価算定に医療サービスの部分原価を用いる場合、診療報

酬体系と整合する部分原価をどのような基準で識別するか。 
 間接費の適切な配賦基準を設定するためには、診療行為の原価発生原因(原価作用

因)を分析する必要がある。 
 診療行為は個別であり、本来個別原価計算が適合すると考えられることをどう考

えるか。 
 

診療行為の部分原価として、まず基本的な原価要素を識別し、そのうえで診療行為のアウ

トカムに影響を与える要因(原価要素)を識別することが重要と考えられる。 
 
 

32

KYIVY
スタンプ

TJBLS
楕円


	診－３　①230518　基本診療料に係るコスト調査・分析の実行可能性に関する報告書（230517版）　CPAishii
	診－３　②２号側委員提出資料220526
	中医協答申（平成22年2月12日）�附帯意見等に基づく�次期診療報酬改定に向けた�今後の検討課題に関する提案
	１． 「再診料や外来管理加算、入院基本料等の基本診療料については、その在り方について検討を行う」
	４． 「いわゆるドクターフィーの導入の是非も含め、（厳しい勤務実態にある病院勤務医の負担軽減及び処遇改善に係る）更なる取組の必要性について、検討を行う」
	１０．「DPCの調整係数の廃止・新たな機能評価係数の導入については、その影響を十分に評価するとともに、これを踏まえながら、今後、最終的に設定する調整係数廃止後の評価方法等について引き続き検討を行うこと。また、併せて高額薬剤の取り扱い等についても検討を行う」
	１２．「地域特性を踏まえた診療報酬の在り方について、検討を行う」
	６．「看護職員の厳しい勤務実態等を十分把握した上で、看護職員の配置や夜勤時間に関する要件の在り方を含め、看護職員の負担軽減及び処遇改善に係る措置等について、検討を行う」
	７． 「薬剤師の病棟配置の評価を含め、チーム医療に関する評価について、検討を行う」
	８．「訪問看護については、診療報酬と介護報酬の同時改定に向けて、訪問看護ステーションの安定的な経営や、患者の病状に合わせた訪問に対する評価の在り方について、検討を行う」
	１１．「診療報酬と介護報酬の同時改定に向け、必要な医療・介護サービスが切れ目無く円滑に提供されるよう、検討を行う」
	２． 「慢性期入院医療の在り方を総合的に検討するため、一般病棟や療養病棟、障害者病棟を含めた横断的な実態調査を行い、その結果を今後の診療報酬改定に反映させる」
	１５．「明細書発行の実施状況等を検証するとともに、その結果も踏まえながら、患者への情報提供の在り方について検討を行う」
	１３．「診療報酬体系の簡素・合理化について引き続き取り組むとともに、個々の診療報酬項目の名称について国民に分かりやすいものになるよう検討を行う」
	５．「救急医療機関の勤務医の負担を軽減する観点から、保険者や地方公共団体等をはじめとする各関係者は、医療機関の適正受診に関する啓発を行うこと。また、その効果が現れない場合には、更なる取組について検討を行う」
	その他、具体的に検討すべき主な事項

	診－３　③１号側委員提出資料220623
	診－３　④２号側委員提出資料220825
	診－３　⑤２号側委員提出資料220929
	診－３　⑥１号側委員提出資料220825
	診－３　⑦２号側委員提出資料220929
	診－３　⑧小林麻理委員提出資料


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




